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１．対象地域 

当該計画の構成自治体は上島町（面積：30.38ｋｍ2、人口 6,283 人 令和 4 年 3 月 31 日時点）

である。 

 

２．計画期間 

本計画は、令和 5 年 4 月 1 日から令和 10 年 3 月 31 日までの 5 年間を計画期間とする。ただ

し、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す。 

 

３．基本的な方向 

上島町（以下「本町」という。）は愛媛県の最北部に位置しており、瀬戸内海にある大小様々

な島で構成されている離島である。町を構成する島の多くは傾斜地であり、比較的平坦部は少な

い。 

本町のごみ処理については、これまでも適正処理に取り組んでいたが、令和 3 年４月より最終

処分場整備により処理残渣の上島町内での処分体制が整い、適正処理と資源化促進に努めている

ところで、持続的なごみ処理体制を確実に確保する。 

ごみ総排出量は近年減少傾向にあり、1 人 1 日当たりのごみ排出量も減少していることから、

さらなる減量化に努めるものである。資源化率は近年概ね横ばい傾向にあるが、離島という特性

からリサイクルルートの確保が困難であり、リサイクル対象品目の拡大に苦慮する状況が続いて

いる。 

ごみ処理については、上島クリーンセンター（ごみ焼却施設）において燃えるごみ等の焼却処

理を継続するが、当該施設については、供用開始後 13 年が経過していることから、ＣＯ2削減と

施設の長寿命化を目的として、老朽化による機能低下等の回復に向けた基幹的設備の改良を実施

する。 

また、生活排水処理については、公共用水域の水質保全を図るため、公共下水道、農業集落排

水施設、コミュニティ・プラント及び合併処理浄化槽のほか、単独処理浄化槽等で処理を行って

おり、下水道施設の整備普及率は 100％を達成している。魚島コミュニティ・プラントについて

は平成30年度に延命化工事が終了し、今後も各家庭が下水道施設へ全戸接続する水洗化率100％

を目標に、水洗化への積極的な取り組みを行うと同時に、下水道施設全体を俯瞰して将来にわた

る改築需要を勘案しつつ、維持管理・改築・修繕の一体的な最適化を図り、持続的な下水道事業

運営を確実に確保する。 

 

４．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

愛媛県では、令和 3 年 12 月に「愛媛県ごみ処理広域化・集約化計画」に係る検討会が開催さ

れ、令和 3 年度において策定された。現時点では、本町は離島であるという地域特性から、広域

化による処理の予定はない。 
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５．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

町民に対し、マイバッグ運動やレジ袋有料化を通じてプラスチック使用製品廃棄物の排出抑制

を図るとともに、教育委員会や住民団体と連携した環境学習会・講習会において認定プラスチッ

ク使用製品の優先的な使用などプラスチック使用の合理化に関する意識向上、啓発を実施する。 

プラスチック資源の処理については、本地域が離島地域であることなどにより再商品化の実施

が困難であることから、当面の間は現状の処理方法である焼却処理を継続する。今後は、社会情

勢や財政状況を踏まえたうえで、分別収集や再商品化の実施可能性について検討を行う。 
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１．一般廃棄物処理の現状 

令和 3 年度の一般廃棄物の排出・処理状況は、図 1 のとおりである。 

 

 
※端数処理により合計や割合が合わないことがある。 

 

図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（令和 3 年度） 

 

 

２．生活排水処理の現状 

令和 3 年度の生活排水の処理状況及び、し尿・浄化槽汚泥等の排出量は、図 2 のとおりである。 

 

 
※1 汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口 

※2 端数処理により合計や割合が合わないことがある。 

図 2 生活排水の処理状況フロー（令和 3 年度） 

① ⑫
集団回収量 総資源化量

0 t 271 t

⑧ リサイクル率

処理残渣量 【10.7%】
② ③ 308 t

排　出　量 計画処理量 (12.2%)
2,528 t 2,528 t ⑨

(100.0%) 減量化量

1,976 t
自家処理量 (78.2%) 最終処分量

0 t 281 t
(11.1%)(0.0%)

(9.7%) (1.1%)

中間処理量 処理後最終処分量

2,284 t 281 t
(90.3%) (11.1%)

直接最終処分量

直接資源化量 処理後再生利用量

244 t 27 t

0 t

4,599人 (73.2%)

6,001人 (95.5%) 933人 (14.8%)

6,283人 (100.0%) 337人 (5.4%) 960 ｋL/年

132人 (2.1%)

73人 (1.2%)

282人 (4.5%)

209人 (3.3%) 165 ｋL/年

し尿発生量

単独処理浄化槽

合併処理浄化槽等

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

未処理人口

浄化槽汚泥発生量

コミュニティ･プラント

総人口

非水洗化人口

公共下水道
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３．一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め、循環型社会の実現を目指し、表 1、

図 3 のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表 1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 
 

 

 
※端数処理により合計や割合が合わないことがある。 

 

図 3 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 10 年度）  

262 トン 223 トン ( -14.9% )

１事業所当たりの排出量※2 0.73 トン/事業所 0.61 トン/事業所 ( -16.4% )

2,266 トン 1,730 トン ( -23.7% )

１人当たりの排出量※3 274 kg/人･年 213 kg/人･年 ( -22.3% )

2,528 トン 1,953 トン ( -22.7% )

244 トン ( 9.7% ) 252 トン ( 12.9% )

271 トン ( 10.7% ) 301 トン ( 15.4% )

－ －

　GJ 　GJ

1,976 トン ( 78.2% ) 1,335 トン ( 68.3% )

281 トン ( 11.1% ) 317 トン ( 16.3% )

※１

※２

※３

エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量[単位:MWh]及び熱利用量[単位:GJ]

《用語の定義》

最 終 処 分 量 埋立最終処分量

排出量の目標は現状（R3）に対する割合、その他は各年の排出量に対する割合。

(１人当たりの排出量)＝｛(生活ごみの総排出量)－(生活ごみからの資源化量)｝／(人口)

(１事業所当たりの排出量)＝｛(事業ごみの総排出量)－(事業ごみからの資源化量)｝／(事業所数)

・事業所数は過去の実績に基づく推計より、R3：324所（推計）、R10：313所（推計）とする。

直接資源化量

総資源化量(集団回収含む）

減 量 化 量 中間処理による減量化量

再 生 利 用 量

エ ネ ル ギ ー

回 収 量

エネルギー回収量（年間の発電
電力量及び熱利用量）

指　標・単　位

人口 ：R3は6,283人（実績）、R10は5,691人（推計）とする。

排出量 ：事業ごみ、生活ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く）[単位:t]

再生利用量 ：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和[単位:t]

減量化量 ：中間処理量と処理後の残渣量の差[単位:t]

最終処分量 ：埋立処分された量[単位:t]

エネルギー回収量

現状(割合※1) 目標(割合※1)

排 出 量

事業系 総排出量

生活系 総排出量

合　計 事業系＋生活系

(令和3年度） (令和10年度）

① ⑫
集団回収量 総資源化量

0 t 301 t

⑧ リサイクル率

処理残渣量 【15.4%】

② ⑥ 367 t

排　出　量 計画処理量 (18.8%)

1,953 t 1,953 t
(100.0%) 減量化量

1,335 t

自家処理量 (68.3%) 最終処分量

0 t 317 t
(16.3%)(0.0%)

(12.9%)

0 t

(2.5%)

中間処理量 処理後最終処分量

1,701 t 317 t

直接資源化量 処理後再生利用量

252 t

(87.1%) (16.3%)

49 t

直接最終処分量
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４．生活排水処理の目標 

生活排水処理については、表 2、図 4 に掲げる目標のとおり、公共下水道、集落排水施設及び

合併処理浄化槽の整備等を進めていくものとする。 

 

表 2 生活排水処理に関する現状と目標 

 
※端数処理により合計や割合が合わないことがある。 

 

 

 
※1 汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口 

※2 端数処理により合計や割合が合わないことがある。 

 

図 4 生活排水の処理状況フロー（令和 10 年度）  

区分 項目

公 共 下 水 道 4,599 人 (73.2%) 4,212 人 (75.0%)

集 落 排 水 施 設 等 933 人 (14.8%) 883 人 (15.7%)

合 併 処 理 浄 化 槽 等 337 人 (5.4%) 305 人 (5.4%)

コミュニティ・プラント 132 人 (2.1%) 107 人 (1.9%)

未 処 理 人 口 282 人 (4.5%) 106 人 (1.8%)

合 計 6,283 人 5,613 人

汲 み 取 り し 尿 量 165 29

浄 化 槽 汚 泥 量 960 869

合 計 1,125 898

処理形態別人口

令和3年度 令和10年度

し尿・汚泥の量

キロリットル キロリットル

キロリットル キロリットル

キロリットル キロリットル

4,212人 (75.0%)

5,507人 (98.1%) 883人 (15.7%)

5,613人 (100.0%) 305人 (5.4%) 869 ｋL/年

107人 (1.9%)

58人 (1.0%)

106人 (1.9%)

48人 (0.8%) 29 ｋL/年

非水洗化人口 し尿発生量

未処理人口

総人口 合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

コミュニティ･プラント

単独処理浄化槽

公共下水道

汚水衛生処理人口 集落排水施設等
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１．排出抑制、再使用及び再資源化の推進 

（１）有料化 

本町では、表 3 のとおり手数料制を導入している。今後は、排出量の削減、分別の徹底、処

理経費負担の公平化の観点や住民の理解度を考慮しながら、現在の制度の充実や事業系ごみ処

理手数料のあり方について検討し、方針を定めるものとする。 

 

表 3 本町における有料指定袋の単価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境教育、普及啓発、助成 

① 環境教育  

・ 施設の見学会、講習会や体験学習会を開催し、資源循環に関する意識の高揚を図る 

・ 教育委員会、住民団体などと連携し、小・中学生を対象とした環境学習や体験学習の実

施を検討する。 

・ 親子で参加できるごみ問題・環境問題をテーマにした学習会などを開催し、体験を通し

た意識向上を図る。 

② 普及啓発 

・ 住民に対しての講習会開催に対して支援や、啓発ＤＶＤの貸出し・啓発パンフレットの

作成等、住民の意識向上に努める。 

・ エコショップ制度の利用要請を行うなど、過剰包装の自粛をもとめる。 

 

（３）マイバッグ運動・レジ袋対策 

・ 協力店と連携し、毎年、マイバッグキャンペーンを開催し、今後も買い物袋の持参の励行

等を推進する。 

・各種イベントにおいて、マイバッグの配布やＰＲ活動を行う。 

 

内容 備考 

指定袋 燃やせるごみ 

 大  ：30 円/枚 
 中  ：25 円/枚 
 小  ：20 円/枚 
シール：30 円/枚 

収集運搬手数料 
エアコン、テレビ、冷蔵 
庫、洗濯機（衣類乾燥 
機）各 1 台につき 

直接搬入：2,800 円 
収集搬入：3,300 円 

原則、購入店または買 

い替えする店での取引 

可燃物 
（一時多量ごみ） 

軽四トラック以下：520 円 
2 トントラック以下：1,050 円 
4 トントラック以下：2,100 円 

土類、石類、瓦、コン 
クリート殻等 

軽四トラック以下：520 円 
2 トントラック以下：1,050 円 
4 トントラック以下：2,100 円 
4 トン積みを超えるもの：受入不能 

粗大ごみ 

30cm以下のもの    ：収集 100 円、直搬 50 円 
50cm以下のもの    ：収集 300 円、直搬 150 円 
1m 以下のもの     ：収集 520 円、直搬 260 円 
1m50cm 以下のもの  ：収集 1,040 円、直搬 520 円 
1m50cm を超えるもの：収集 1,560 円、直搬 780 円 

区分 

家 
庭 
系 
ご 
み 

持 
込 
ご 
み 
手 
数 
料 

家庭系 
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（４）事業系ごみの排出抑制 

① 排出者責任、拡大生産者責任の認識 

・ 事業系一般廃棄物については、自ら減量化、資源化、適正処理を行うように啓発する。

事業者がごみを排出する場合には、直接、処理施設へ持ち込むか、許可業者に収集を依頼

し、家庭ごみのステーションに排出することのないよう指導を徹底する。 

② 事業者への指導・協力要請 

・ 一般廃棄物・産業廃棄物の区分の明確化、法令や施策について周知を図りながら事業者

に対して、チラシ、パンフレットの配布や訪問指導を積極的に展開し、減量化を促進する。

また、環境マネジメントシステムの導入による環境配慮型の事業展開を奨励する。 

・ 食品リサイクル法の趣旨を踏まえ、生ごみ等のバイオマスを排出する事業者に関しては、

再生利用を促進するよう指導するとともに、小規模事業者に関しても資源化に係る情報提

供を行い排出抑制を促す。 

③ リサイクル品の利用促進 

・ 事業活動において積極的にリサイクル製品や環境に配慮した商品を取り揃え、自らもそ

うした商品を活用するよう要請する。また、店頭回収等の実施・協力により、資源物の有

効利用と環境保全を推進するよう指導する。 

④ 事業者間の協力 

・ 事業者自らが資源物のリサイクルルートや適正処理を図ることが困難な場合も考慮し、

事業者間での連携、協力を促進する。 

⑤ 大量排出事業者への訪問指導による削減の推進 

・ ごみの多量排出事業者には、廃棄物の減量化・資源化に関する計画の策定等を指示する

ことにより、計画的なごみ量の削減を促進する。 

 

（５）生活排水対策 

公共用水域などの水質汚濁は、台所や洗濯等の生活雑排水が未処理のままで放流されている

ことが主な原因の一つであるため、水環境の保全及び回復を図るには地域住民の理解と協力が

不可欠となり、生活雑排水対策の成否は地域住民の意識によるところが大きい。 

本町では、下水道施設への未接続者に対する接続意識を向上させることが重要課題であるこ

とから、戸別訪問等により水洗化率向上に取り組む。 

・ 未接続家屋の実態把握 

・ 未接続家屋への戸別訪問の実施 

・ 広報誌、ＣＡＴＶ放送を活用した広報活動の実施 

（６）単独処理浄化槽対策、合併処理浄化槽の促進 

単独処理浄化槽は汚濁負荷の原単位が大きいことから、水質汚濁の要因となっており、これ

を減少させ、生活排水全体を処理することが生活排水処理の目標である。このため、次の事項

について検討、推進を行う。 

・合併処理浄化槽への転換促進 
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２．処理体制 

（１）生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表 4 のとおりである。 

分別区分及び処理方法は今後も引き続き維持していくものとし、廃棄物の発生抑制と再使用

に関する施策に取り組んでいくとともに、分別排出を徹底することにより、ごみ排出量の削減

や再資源化に努めていく。また、容器包装リサイクル法で定める紙製容器包装廃棄物の分別収

集の徹底により、再生利用に努める。 

燃やせるごみ及び可燃性粗大ごみは上島クリーンセンターにて焼却処理を行う。その他のご

みについては分別収集の上、岩城リサイクルセンターで資源化処理を行い、資源回収を行うこ

ととしている。 

ごみ処理については今後も上島クリーンセンターにおいて、継続して焼却処理を実施してい

く予定であるが、施設のＣＯ2 削減と長寿命化を目的として、老朽化による機能低下に対応す

るため、基幹的設備改良事業を実施する。 

最終処分については、令和 3 年度より上島町最終処分場で処分する。 

 

表 4 生活ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 
 

  

処理方法 処理施設

現状
（R3）

将来
（R10）

焼却 上島クリーンセンター 2,024t/年 1,628t/年

金属類 選別・圧縮 岩城クリーンセンター 37t/年 61t/年

紙類 資源化
岩城クリーンセンター
（直接資源化）

139t/年 149t/年

紙製容器包装 資源化
岩城クリーンセンター
（直接資源化）

84t/年 90t/年

電池類 資源化
岩城クリーンセンター
（直接資源化）

1t/年 1t/年

破砕・焼却
資源化
埋立

可燃性粗大ごみ　上島クリーンセンター
不燃性粗大ごみ　岩城クリーンセンター

175t/年 76t/年

破砕・選別 岩城クリーンセンター 112t/年 128t/年

粗大ごみ

不燃ごみ

現状・将来
（R3／R10)

処理量分別区分

燃やせるごみ

資
源
ご
み
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（２）事業系の一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

事業系ごみについては、生活系ごみに準じて処理を行っており、今後もこの体制を維持する。 

ただし、事業系ごみの発生抑制、資源化促進を目的とした事業者への指導、情報提供を推進

する。また、大量排出事業者に対して減量化計画の作成及び履行を要請する。 

 

（３）一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

現状は、産業廃棄物の処理を行っておらず、将来的にも受け入れ及び処理を行う計画はない。 

 

（４）生活排水処理の現状と今後 

本町の生活排水の処理については、魚島地区のコミュニティ・プラントから整備がすすめら

れ、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び特定地域生活排水処理事業により随

時整備をすすめた結果、下水道普及率は 100％を達成しているが、全ての施設において老朽化

がすすんでおり、公共下水道事業では、耐震化・長寿命化による改築更新、農業集落排水事業

では機能強化による改築更新に着手している。 

 

 

（５）今後の処理体制の要点 

◇ 最終処分場の整備が完了し、焼却残渣及び処理残渣の町内処分を開始する。 

◇ 上島クリーンセンター（焼却施設）については、施設のＣＯ2削減と長寿命化を図ることを

目的として、基幹的設備改良事業を実施する。 

◇ 生活系ごみの発生抑制目的とした町民への啓発・指導、情報提供を推進する。 

◇ 生活排水処理施設の接続を促進し、生活排水処理率 100％を目指す。 
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３．処理施設等の整備 

（１）合併浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については表５のとおり行う。 

 

表 5 合併処理浄化槽の整備計画 

事業

番号 
整備施設種類 

直近の整備済 
基数（基） 

（令和3年度） 

整備計画 

基数（基） 

整備計画 
人口 

事業期間 国土強靱化 

1 公共浄化槽等整備推進事業 2 10 20 R5～R9 － 

 

 

（２）廃棄物処理施設 

「２．処理体制」で示した処理体制で処理を行うため、表 6 のとおり必要な整備を行う。 

 

表 6 整備する処理施設 

事業

番号 
整備施設種類 事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 国土強靱化 

2 ごみ焼却施設 
（仮）上島クリーンセン

ター基幹的設備改良事業 
9ｔ/日 

愛媛県越智郡上

島町弓削大谷88 
R6～R7 

上島町国土強

靱化地域計画 

（整備理由） 

事業番号２ CO2排出量削減、老朽化による機能低下、長寿命化 

 

 

４．施設整備に関する計画支援事業 

「３．処理施設の整備」に記載した施設整備に先立ち、表 7 のとおり計画支援事業を行う。 

 

表 7 施設整備に関する計画支援事業 

事業番号 事業名 事業内容 事業期間 

2 
（仮）上島クリーンセンター基幹的設備改良

事業に係る発注支援事業 
発注仕様書作成等 R5 
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１．廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電のリサイクルについては特定家庭用機器再商品化法に基づき、適正な回収、再商品化が

なされるように、関係団体や小売店などと協力して普及啓発を行う。 

 

２．不法投棄の対策 

不法投棄に関しては、住民や事業者に対して広報誌や不法投棄禁止看板の設置等により啓発を

行うとともに、定期的な巡回パトロールや投棄物の回収等を行い不法投棄の防止を図る。 

 

３．災害廃棄物の対策 

本町では、災害廃棄物を迅速かつ適正に処理を図るため、令和 2 年度に「災害廃棄物処理計画」

を策定しており、当該計画に従って災害廃棄物の処理・処分を実施する。 

必要に応じて、愛媛県、(社)全国都市清掃会議及び関係業界団体を通じて、近隣市町、関係業

者へも応援を依頼するなど関係機関との連携を図る。 

 

 

 

１．計画のフォローアップ 

毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて愛媛県及び国と

意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し計画の見直しを行う。 

 

２．事後評価及び計画の見直し 

計画期間の終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で速やかに計画の

事後評価、目標の達成状況の評価を行う。 

また、結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。なお、計

画の進捗状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、必要に応じて計画を見直すものとする。 

  



添付－1 

様式 1  

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表１ 

 
  

人 km2

上島町 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 過疎 その他

（年間の発電電力量 MWh）

（年間の発電電力量GJ）

※　指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付した。（添付資料１）
※　計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付した。（添付資料２）

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

(1)地域名 愛媛県　上島町 　(2)地域内人口 6,283 　(3)地域面積 30.38

0.99 0.39

令和10年度
（見込み）

223 (R3比-14.9%)

令和2年度
（実績）

令和3年度
（実績）

0.60

平成28年度
（実績）

平成29年度
（実績）

平成30年度
（実績）

令和1年度
（実績）

256 231

１ 地域の概要

２ 一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

年度 過去の状況・現状（排出量等に対する割合） 目  標

(4)構成市町村等名 　(5)地域の要件

(6)構成市町村に一部事務組合等が含ま
れる場合、当該組合の状況

組合を構成する市町村：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立（予定）年月日：
設立されていない場合、今後の見通し：

指標・単位　　　　　

1,730 (R3比-23.7%)2,275

262237

0.73 0.610.63

2,246

274１人当たりの排出量（kg/人） 262

生活系 総排出量（トン） 2,441 2,202 2,266

213

合計 事業系生活系排出量合計（トン） 2,810 2,361

242 242 260

2,528 1,953 (R3比-22.7%)2,512

排出量

事業系 総排出量（トン） 369 159

222

2,338

0.67

再生利用量

エネルギー回収量 エネルギー回収量

１事業所当たりの排出量（ﾄﾝ/事業所）

(12.0%)

直接資源化量（トン） 313 (11.1%) 235 (10.0%)

2,594 2,477

(78.2%)

244 (9.7%) 252 (12.9%)

総資源化量（トン） 445 (15.8%) 359 (15.2%) 478

353 (13.6%) 270 (10.9%) 248 (9.9%)

(10.7%) 301 (15.4%)(18.4%) 395 (15.9%) 302

1,689

271

減量化量 減量化量（中間処理前後の差 トン） 1,967 (70.0%) 1,545 (65.4%) 1,672 (64.5%) 1,335 (68.3%)(68.2%) 1,970 (78.4%) 1,976

317 (16.3%)

※　（ ）は排出量に対する割合。

393 (15.9%) 240 (9.6%) 281 (11.1%)(17.1%)最終処分量 埋立最終処分量（トン） 398 (14.2%) 457 (19.4%) 444
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（１）現有施設リスト 

施設名 事業主体 解体予定年月 想定される浸水深さと対策 備考 

高井神クリーンセンター 上島町 未定 （浸水深 1m）休止中であり再稼働の 
予定も無いため対策無し   

魚島クリーンセンター 上島町 未定 （浸水深 0.3m）休止中であり再稼働 
の予定も無いため対策無し   

上島クリーンセンター 上島町 浸水想定無し 
  

岩城クリーンセンター 上島町 浸水想定無し 焼却休止中 

佐島不燃物処理地 上島町 浸水想定無し 
  

生名不燃物処理地 上島町 （浸水深 1m）予定年月どおりに廃止 
の見込みであることから対策無し   

先田名後最終処分場 上島町 浸水想定無し 
  

佐島一般廃棄物最終処分場 上島町 浸水想定無し R3.4 新設 

魚島コミュニティ・プラント 上島町 （浸水深 0.3m）プラント機器は基礎上 
に設定されているため対策無し H31.3 更新 

高井神コミュニティ・プラント 上島町 浸水想定無し H31.3 更新 

（２）更新（改良）・新設施設リスト 

施設名 事業主体 備考 

上島クリーンセンター 上島町 － 浸水想定無し 継続使用 

8,000 

1 

9 

固定炉式 

ストーカ炉式 

プラスチック再商品化を実施 
するための施設整備事業 

 

 

H23.3 休止 

R6 埋立終了予定 

H26.3 埋立終了、 
R5 廃止 

8,000 

接触ばっ気 

接触ばっ気 

型式及び 
処理方式 

? /日 H4.7 

R8.3 

廃焼却施設解体の有無 
（解体施設の名称） 施設種別 

焼却施設 ストーカ炉式 長寿命化 

更新（改良）・ 
新設理由 

処理能力 
（単位） 

焼却施設 

固定炉式 0.4 

H14.4 

? /日 

ｔ/日 

処理能力 
（単位） 開始年月 施設種別 型式及び 

処理方式 
廃止又は休止 
（予定）年月 

H14.4 

ｔ/日 H6.4 

ｍ ２ 

ｍ ２ 

H20.4 

ｔ/日 

竣工予定 
年月日 

ｔ/日 

H23.3 休止 

R7 埋立終了予定 

 

 

 

ｍ ２ R3.4 

想定される 
浸水深さと対策 

190 
コミュニティ・ 

プラント 
41 

３ 一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定 

9 t/日 

ストックヤード 

最終処分場 
H5.8 

5 

5,000 

5,000 

H4.7 

選別・圧縮梱包 

安定型 

安定型 

安定型 

管理型 

S59.4 

H2.1 ｍ ２ 

－ 
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※割合（％）は、四捨五入の関係から合計が合わないことがある。

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

1,005 989 933

5.4%

333 302 287 282

目  標

４　生活排水処理の現状と目標

14.8%14.9% 15.2% 15.3%

令和10年度
（見込み）

総 人 口 7,078 6,965 6,814 6,630 6,455

指標・単位　　　　　
平成28年度

（実績）
平成29年度

（実績）
平成30年度

（実績）
令和1年度

（実績）

6,283 5,613

令和2年度
（実績）

令和3年度
（実績）

※３月末人口

公 共 下 水 道
汚水衛生処理人口 5,073 5,019 4,935 4,798 4,679 4,599 4,212
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 71.7% 72.1% 72.4% 72.4% 72.5% 73.2% 75.0%

合 併 処 理 浄 化 槽 等
汚水衛生処理人口 406 377 368 374 362

5.4%

集 落 排 水 施 設 等
汚水衛生処理人口 1,046 1,047 1,017 883

15.7%

337 305
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 5.7% 5.4% 5.4% 5.6% 5.6%

15.0%

コ ミ ュ ニ テ ィ プ ラ ン ト
汚水衛生処理人口 184 171 161 151 138 132 107

2.1% 1.9%汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 2.6% 2.5% 2.4% 2.3% 2.1%

備　考
基　　数 処理人口 開始年度 基　　数 処理人口

106
5.2% 5.0% 4.9% 4.6% 4.4% 4.5% 1.9%

目標年度
施　設　種　別 事業主体

現有施設の内容 更新、廃止、新設の内容

未 処 理 人 口
汚水衛生処理人口 369 351

R3 10 基 20 人 R9公共浄化槽等整備推進事業 上島町 2 基 5 人

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 14.8%

年度 過去の状況・現状
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様式 2 

 
 

 

 

単位 開始 終了
令和

５年度

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

５年度

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

1,852

※金額には消費税を含む。

3,158 314,994 11,961 2,054 297,275 1,852合　　　　計 513,166 13,267 16,677 476,906 3,158

10,109 0 0 0 010,109 0 0 0 0 10,109（事業番号２）に係る発注者支援事業 2 上島町 9 t/日 R5 R5 10,109

010,109 10,109 0 0

0 0

○施設整備に関する計画支援事業

13,519 473,748 0 0 295,625 0

0 00 10,109 10,109 0 0

0

（仮）上島クリーンセンター
基幹的設備改良事業

2 上島町 9 t/日 R6 R7 487,267 0

0 295,625 0 202 295,423 0487,267 0 13,519 473,748 0

202 295,423

○エネルギー回収等に関する事業

3,158 3,158 3,158

○浄化槽に関する事業

1,852 1,852 1,852 1,8523,158 9,260 1,852浄化槽設置整備 1 上島町 10 基 R5 R9 15,790 3,158

1,8523,158

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２
事
業
番
号

事業主体
名　　　称

規模 事業期間 総事業費（千円） 交付対象事業費（千円） そ
の
他事業名称

9,260 1,852 1,852 1,852 1,85215,790 3,158 3,158 3,158 3,158



添付－4 

 

【参考資料様式２】 

 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名 愛媛県 

(1)事業主体名 上島町 

(2)施設名称 上島クリーンセンター 

(3)工期 令和 6 年度 ～ 令和７年度 

(4)施設規模 処理能力 9ｔ／日（9ｔ／日×１炉） 

(5)形式及び処理方式 バッチ運転・ストーカ式（可動） 

(6)余熱利用の計画 
１．発電の有無   有（発電効率  ％）・ 無 
２．熱回収の有無    有（熱利用率  ％）・ 無 

(7)地域計画内の役割 
焼却処理による最終処分量の減量化 

基幹的設備改良工事による CO2排出量削減（削減率３％以上） 

(8)廃焼却施設 
解体工事の有無  有 ○無  

 

「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9)燃料の利用計画 － 

 

「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10)バイオガス 
  熱利用率 

    ｋWh／ごみｔ 

(11)バイオガス 
の利用計画 

－ 

 

(12)事業計画額 
４８７，２６７千円 

（うち交付対象事業費２９５，６２５千円） 

 

  



添付－5 

【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 

 都道府県名 愛媛県 

(1) 事業主体名 上島町 

(2) 事業名称 公共浄化槽等整備推進事業 

(3) 事業の実施目的 

  及び内容 

目的：生活排水による海域水質の汚染防止が必要な地域であり、生物が棲

みやすい海域環境の保持のため。 

内容：公共浄化槽等を整備しようとする者に対して、補助金を交付する。 

(4) 事業期間 令和５年度 ～ 令和９年度 

(5) 事業対象地域の要件 離島 

(6) 事業計画額 

 

 

交付対象事業費 9,260 千円 

うち （以下の事業を実施する場合） 

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 0 千円 

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費   0 千円 

 

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 

 【公共浄化槽等推進事業の場合】 

区分 交付対象基数 

（２０人分） 

基準額合計 総事業費 交付対象 

事業費 

   ５人槽     １０基（ ２０人分） 8,370 千円  14,900 千円 8,370 千円 

 ６～７人槽       基（   人分）    

 ８～10 人槽       基（   人分）    

 11～20 人槽       基（   人分）    

 21～30 人槽       基（   人分）    

 31～50 人槽       基（   人分）    

 51 人槽以上       基（   人分）    

共同浄化槽   人槽  基（   戸数）    

宅内配管費     

撤去費 5 基 600 千円 600 千円 600 千円 

雨水貯留槽等再利用     

改築費（災害）     

改築費（長寿命化）     

事務費  290 千円 290 千円 290 千円 

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

調査費    

計画策定等調査費    

効率的な転換促進及び 
管理適正化推進費 

   

合  計     １０基（ ２０人分） 

※基数の合計には宅内配管費、撤去費、改築費を除く 
9,260 千円 15,790 千円 9,260 千円 
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【参考資料様式８】 

 

計 画 支 援 概 要 

（施設整備に関する計画支援事業） 

 

都道府県名 愛媛県 

(1)事業主体名 上島町   

(2)事業目的 
上島クリーンセンター（ごみ）施設整備のた

め 
  

(3)事業名称 

（仮）上島クリーンセンター基幹的設備改

良事業（事業番号２）に係る発注者支援事

業 

  

(4)事業期間 令和５年度   

(5)事業概要 発注仕様書等作成、事業者選定 

 

 

 

 

 

(6)総事業計画額 １０，１０９千円 

うち、交付対象事業費 １０，１０９千円 
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（添付資料１）指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ 

 

１．行政区域内人口 

 
 

 

２．事業所数 
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３．ごみ排出量（生活系） 

 

 
 

 

 

４．ごみ排出量（事業系） 
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５．総資源化量 

 

 
 

 

 

 

6．最終処分量 
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7．処理形態別人口・生活排水処理率 
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（添付資料２）対象地域と地域内施設の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 
⑩ 

② 
⑨ 

⑤ 

⑦ 

③ 
④ ⑥ 

①
高井神クリーンセンター

（焼却施設）

②
魚島クリーンセンター

（焼却施設）

③
上島クリーンセンター

（焼却施設）

④
岩城クリーンセンター
（ストックヤード）

⑤
佐島不燃物処理地
（最終処分場）

⑥
生名不燃物処理地
（最終処分場）

⑦
先田名後最終処分場
（最終処分場）

⑧
佐島一般廃棄物最終処分場

（最終処分場）

⑨ 魚島コミュニティ・プラント

⑩ 高井神コミュニティ・プラント

⑧ 
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（添付資料４）生活排水処理区域図 
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（添付資料４）上島町国土強靱化地域計画（抜粋） 
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